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平成28年3月25日 

各 位 

会 社 名 横浜ゴム株式会社 

代表者名 代表取締役会長兼CEO 南雲 忠信 

 （コード：5101、東証・名証 第1部） 

問合せ先 総務部長 内田 寿夫 

 （TEL．03－5400－4500） 

 

 

Alliance Tire Groupの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、生産財タイヤ事業の拡大のため、Alliance Tire Group 各社の持株会社である Alliance 

Tire Group B.V.（本社所在地オランダ、子会社を併せて以下Alliance Tire Group または ATG）の

全株式を取得すること(以下本件取引)を、同社の株式を保有するグローバル投資会社である KKR そ

の他の株主と合意しましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式の取得の理由 

現在、当社は中期経営計画「GD100」のフェーズⅣ（2015年～2017年）に取り組んでおり、タイ

ヤ事業戦略の柱のひとつとして「生産財タイヤ事業の拡大に向けた戦略」を掲げ、鉱山・建設車両

用超大型ラジアルタイヤの開発や拡販に取り組んでおります。 

Alliance Tire Group は、農業機械用タイヤ、産業機械用タイヤ、建設機械用タイヤ、林業機械

用タイヤの製造・販売に特化した事業を展開しており、各々のラジアルタイヤ、バイアスタイヤを

欧州、北米を中心に世界約120カ国以上に販売しています。 

今回、Alliance Tire Groupを買収することで、横浜ゴムの生産財タイヤのラインナップに農業

機械用タイヤ、産業機械用タイヤ、林業機械用タイヤが新たに加わります。特に、農業機械用タイ

ヤは、世界的な人口増加による食料需要増や農業効率向上に向けて農業機械の需要増加が予測され

ることから、これに伴い需要の増加も見込まれています。 

今回の Alliance Tire Group 買収により、生産財タイヤ事業をいっそう拡大させ、グローバル

展開を加速させていきます。 
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２．異動する子会社（Alliance Tire Group）の概要 

（１） 名 称 Alliance Tire Group B.V. 

（２） 所 在 地 
オランダ王国アムステルダム市Prins Bernhardplein 200 (1097JB) 

(Prins Bernhardplein 200 (1097JB) Amsterdam, the Netherlands) 

（３） 代表者の役職・氏名 

Dirk Peter Stolp, managing director 

Linda Kuiters, managing director 

Lillian Yuen Ming Leong, managing director 

Alain Vourch, managing director 

Gert Jan Rietberg, managing director 

（４） 事 業 内 容 
農業機械用タイヤ、産業機械用タイヤ、建設機械用タイヤ、林業機械用タ

イヤ等の製造・販売事業を行う子会社の株式保有 

（５） 資 本 金 665千ユーロ 

（６） 設 立 年 月 日 2006年 11月17日 

（７） 大株主及び持株比率 

KKR AT Dutch B.V. 87.48% 

Yogesh Agencies and Investments Private Limited 10.01% 

International Finance Corporation 2.25% 

Mr.Zubin Dubash 0.26% 

資 本 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

人 的 関 係 記載すべき該当事項はありません。 
（８） 

当社と当該会社との間

の関係 
取 引 関 係

米国関連会社にて当該会社製品の仕入れ・販売がござい

ます。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決 算 期 2013年 12月期 2014年 12月期 2015年 12月期 

 連 結 純 資 産 70百万USドル 14百万USドル 50百万USドル

 連 結 総 資 産 395百万USドル 457百万USドル 473百万USドル

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 △27USドル 108USドル 378USドル

 連 結 売 上 高 476百万USドル 543百万USドル 529百万USドル

 連 結 営 業 利 益 85百万USドル 90百万USドル 95百万USドル

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
49百万USドル 35百万USドル 39百万USドル

 １株当たり連結当期純利益 0.3百万USドル 0.3百万USドル 0.3百万USドル

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 KKR AT Dutch B.V. 

（２） 所 在 地 
オランダ王国アムステルダム市Naritaweg 165 (1043BW) 

(Naritaweg 165 (1043BW) Amsterdam, the Netherlands) 

（３） 代表者の役職・氏名 Mr. W. J. Janetschek, Director 

（４） 事 業 内 容 投資持株会社 

（５） 資 本 金 326百万USドル 

（６） 設 立 年 月 日 2013年 2月7日 

（７） 純 資 産 325百万USドル 

（８） 総 資 産 325百万USドル 

（９） 大株主及び持株比率 KKR AT Holding Dutch B.V. 100%  

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 （10） 当社と当該会社の関係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 
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（１） 名 称 Yogesh Agencies and Investments Private Limited 

（２） 所 在 地 インド国ムンバイ市Desai Road, Bhulabhai, Tirupati Apartments B202 

（３） 代表者の役職・氏名 Yogesh Mahansaria, Director 

（４） 事 業 内 容 事業会社、不動産・金融資産への投資 

（５） 設 立 年 月 日 1982年 10月5日 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 （６） 当社と当該会社の関係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

 

（１） 名 称 International Finance Corporation（国際金融公社） 

（２） 所 在 地 
米国ワシントンDC Pennsylvania Avenue 2121 

(2121 Pennsylvania Avenue, NW Washington, DC 20433 USA) 

（３） 代表者の役職・氏名 Monica J. Chander 

（４） 事 業 内 容 途上国の民間セクター開発に専念する国際開発機関 

（５） 資 本 金 24,404百万USドル 

（６） 設 立 年 月 日 1956年 7月20日 

（７） 純 資 産 24,426百万USドル 

（８） 総 資 産 87,548百万USドル 

（９） 大株主及び持株比率 米国、日本、ドイツをはじめとする世界184ヶ国が保有 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 （10） 当社と当該会社の関係 

関連当事者へ

の 該 当 状 況
該当事項はありません。 

 

 

（１） 氏 名 Mr.Zubin Dubash 

（２） 住 所 インド国ムンバイ市 

（３） 当社と当該個人の関係 該当事項はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 
0株 

（議決権の数：0個 、議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
132,923株 

（議決権の数：1,329,230個） 

（３） 取 得 価 額 

Alliance Tire Group B.V.の株式  1,179百万USドル（予定） 

アドバイザリー費用等（概算額）   15億円 

合計（概算額）     1,371億円（取得対価の換算レート 1USドル:115円） 

（４） 異動後の所有株式数 

132,923株 

（議決権の数：1,329,230個） 

（議決権所有割合：100％） 

（注）Alliance Tire Group B.V.株式の取得価額は、株式取得後に株式譲渡契約所定の方法で調整される予定

です。 
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５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2016年 3月25日 

（２） 契 約 締 結 日 2016年 3月25日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2016年 7月1日（予定） 

（注）本件取引の実行は、米国その他必要な各国の競争法に関する手続きの完了後となります。 

 

６．今後の見通し 

 本件取引に伴う当社の連結業績への影響につきまして、現在精査中であり、詳細が確定次第、速

やかにお知らせいたします。 

 

以  上 


